
ＣＤＳ取引におけるコンプレッション制度の見直し等に係る 

ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書等の一部改正について 

 

 

Ⅰ．改正趣旨 

当社は、２０１５年６月に導入したコンプレッション制度について、原取引の相手方の

同意を不要とする等、利用者の利便性を向上すべく、ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書

等について、別紙のとおり所要の改正を行う。 

 

Ⅱ．改正概要 

１． コンプレッション制度の見直し 

（１）既存のコンプレッション制度の見直し 

・原取引の相手方の同意を得ることなくコンプレッションを行う

ことを可能とする。 
 

 

（２）アドホック・コンプレッション制度の導入 

・既存のコンプレッション制度に加え、清算約定の解約を随時

可能とするアドホック・コンプレッション制度を導入する。こ

れに伴い、任意解約制度は廃止する。 

 

（３）クレジットイベント通知に係る取扱いの見直し 

・ＩＳＤＡクレジットデリバティブ定義集（２００３年版）の

適用を受ける清算約定について、クレジットイベント（リスト

ラクチャリング）が決定された場合、一律にクレジットイベン

ト通知を行う。 

 

（４）手数料 

・アドホック・コンプレッション手数料を設定する。 

 

２．その他 

・その他所要の改正を行う。 

（備  考） 

 

 

・ＣＤＳ清算業務に関する業

務方法書（以下「業務方法

書」という。）第５３条第

２項等 

 

・業務方法書第２条、第５３

条の２、ＣＤＳ清算業務に

関する業務方法書の取扱

い第３８条の２等 

 

・業務方法書第８３条第３項

等 

 

 

 

 

・ＣＤＳ清算業務に係る手数

料に関する規則第２条等 

 

 

以   上 
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ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） （定義） 
第２条 本業務方法書等において使用する用語は、金

融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）及びＩＳ

ＤＡクレジットデリバティブ定義集において使用

される用語の例によるほか、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 本業務方法書等において使用する用語は、金

融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）及びＩＳ

ＤＡクレジットデリバティブ定義集において使用

される用語の例によるほか、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 
（１） 「アドホック・コンプレッション」とは、

第５３条の２の規定に基づき、当社が定める方法

により、清算約定をその終了日前に終了させるこ

とをいう。 

（新設） 

（１）の２ 「委託当初証拠金」とは、受託清算参

加者が、清算委託者の同意を得て、清算委託者か

ら交付を受けた金銭又は有価証券を第６１条第

１項第２号に掲げる当該清算委託者の債務を担

保する目的で自ら保管する場合における当該金

銭又は有価証券をいう 

（１） 「委託当初証拠金」とは、受託清算参加者

が、清算委託者の同意を得て、清算委託者から交

付を受けた金銭又は有価証券を第６１条第１項

第２号に掲げる当該清算委託者の債務を担保す

る目的で自ら保管する場合における当該金銭又

は有価証券をいう。 

（１）の３ 「委託取引口座」とは、第５９条第２

項に規定する委託取引口座をいう。 
（１）の２ 「委託取引口座」とは、第５９条第２

項に規定する委託取引口座をいう。 

（１）の４ 「インデックスＣＤＳ取引」とは、Ｃ

ＤＳ取引のうち、その当事者間の合意により、い

ずれかのｉＴｒａｘｘ Ｊａｐａｎ（その種類、

シリーズ及びバージョンを問わない。）が当該Ｃ

ＤＳ取引に適用されるＩｎｄｅｘ（以下「インデ

ックス」という。）として指定されたものであっ

て、Ｍａｒｋｉｔ Ｇｒｏｕｐ Ｌｉｍｉｔｅｄ

が公表する当該インデックスに対応する参照組

織の一覧表に掲載された複数の参照組織を対象

とするものをいう。 

（１）の３ 「インデックスＣＤＳ取引」とは、Ｃ

ＤＳ取引のうち、その当事者間の合意により、い

ずれかのｉＴｒａｘｘ Ｊａｐａｎ（その種類、

シリーズ及びバージョンを問わない。）が当該Ｃ

ＤＳ取引に適用されるＩｎｄｅｘ（以下「インデ

ックス」という。）として指定されたものであっ

て、Ｍａｒｋｉｔ Ｇｒｏｕｐ Ｌｉｍｉｔｅｄ

が公表する当該インデックスに対応する参照組

織の一覧表に掲載された複数の参照組織を対象

とするものをいう。 

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略） 
（５） 「期限前終了」とは、コンプレッション

及びアドホック・コンプレッション 以外の事由に

より清算約定がその終了日前に終了することを

（５） 「期限前終了」とは、任意解約及び コンプ

レッション以外の事由により清算約定がその終

了日前に終了することをいう。 
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いう。 
（６）～（１３） （略） （６）～（１３） （略） 
（１３）の２ 「コンプレッション」とは、第５３

条 の規定に基づき、当社が定める方法により、清

算約定をその終了日前に終了させるとともに、新

たな清算約定を成立させることをいう。 

（１３）の２ 「コンプレッション」とは、第５３

条の２の規定に基づき、当社が定める方法によ

り、清算約定をその終了日前に終了させるととも

に、新たな清算約定を成立させることをいう。 

（１４）～（４３） （略） （１４）～（４３） （略） 
（削る） （４４） 「任意解約」とは、第５３条の規定に基

づき、清算約定及びその反対清算約定を、当社並

びに当該清算約定及びその反対清算約定の当事

者である清算参加者の間の合意をもって、その終

了日前に終了させることをいう。 

（削る） （４５） 「任意解約手数料」とは、清算約定が任

意解約された場合において、当該清算約定の当事

者間で授受される、当該清算約定及びその反対清

算約定の当事者である清算参加者の間であらか

じめ合意された額の金銭をいう。 
（４４） 「破綻時証拠金」とは、第１０７条の２

第１項に定める債務を担保する目的で清算参加

者が当社に預託する金銭又は代用有価証券をい

う 

（４５）の２ 「破綻時証拠金」とは、第１０７条

の２第１項に定める債務を担保する目的で清算

参加者が当社に預託する金銭又は代用有価証券

をいう。 

（４５） 「破綻処理単位期間」とは、清算参加者

について破綻等が認定された場合（当該認定の時

点で既に破綻処理単位期間が開始している場合

を除く。）における当該清算参加者に係る破綻認

定日から３０日を経過するまでの期間（当該期間

中に他の清算参加者について破綻等が認定され

た場合には、当該期間は、当該他の清算参加者に

係る破綻認定日から３０日を経過するまでの期

間に延長されるものとし、延長後の期間中に他の

清算参加者について破綻等が認定された場合も

同様とする。）をいう。 

（４５）の３ 「破綻処理単位期間」とは、清算参

加者について破綻等が認定された場合（当該認定

の時点で既に破綻処理単位期間が開始している

場合を除く。）における当該清算参加者に係る破

綻認定日から３０日を経過するまでの期間（当該

期間中に他の清算参加者について破綻等が認定

された場合には、当該期間は、当該他の清算参加

者に係る破綻認定日から３０日を経過するまで

の期間に延長されるものとし、延長後の期間中に

他の清算参加者について破綻等が認定された場

合も同様とする。）をいう。 
（４６）～（４９） （略） （４６）～（４９） （略） 

（５０） 削除 （５０） 「反対清算約定」とは、ある清算参加者

を当事者とする一の清算約定との関係において、

当該清算約定の基となった適格ＣＤＳ取引の相
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手方であった他の清算参加者と当社との間の清

算約定であって、当該適格ＣＤＳ取引を基とする

もの（本業務方法書等の定めるところにより当社

が清算約定を指定した場合には、当該指定に係る

清算約定）をいう。 
（５１）～（５３） （略） （５１）～（５３） （略） 

（５３）の２ 「変動証拠金等」とは、変動証拠金、

変動証拠金に係る利息、固定金額及び変動支払

をいう。 

（５３）の２ 「変動証拠金等」とは、変動証拠金、

変動証拠金に係る利息、固定金額、変動支払及び

任意解約手数料 をいう。 

（５４）～（６８） （略） （５４）～（６８） （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 
  

（ポジション保有状況の改善指示） （ポジション保有状況の改善指示） 

第３０条 （略） 第３０条 （略） 

２ 前項に規定するポジション保有状況の改善指

示を受けた清算参加者は、当社がその都度指定

する日までに、当該指示を受けた事由を解消す

ることを目的として、必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

２ 前項に規定するポジション保有状況の改善指

示を受けた清算参加者は、当社がその都度指定

する日までに、当該指示を受けた事由を解消す

ることを目的として、当該清算参加者の清算約

定の任意解約その他具体的な措置を講じなけれ

ばならない。 

３ （略） ３ （略） 

  

 （清算約定の任意解約） 

（削る） 第５３条 清算参加者は、清算約定について任意

解約を行おうとする場合には、当社に対し、当

社が定める方法によりその旨の申入れをするも

のとする。 

 ２ 当社が、前項の規定により清算参加者から清

算約定の任意解約の申入れを受けた場合におい

て、当該清算約定の反対清算約定の当事者であ

る他の清算参加者から、当該反対清算約定の任

意解約の申入れ（当該清算約定の任意解約の申

入れと、任意解約手数料の額、任意解約の実行

日その他の条件を同一とするものに限る。）を

受けたときは、当社、当該清算参加者及び当該

他の清算参加者は、当該清算約定及び当該反対
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清算約定を任意解約する。 

 ３ 前２項の規定による申入れには、任意解約に

よる清算約定の終了に伴う任意解約手数料の額

を含まなければならない。 

 ４ 第２項に規定する任意解約における任意解約

手数料の額は、同項に規定する清算参加者と他

の清算参加者が合意し、前項の規定により通知

を受けた額とする。 

 ５ 任意解約手数料の支払方である清算参加者

は、当該任意解約手数料を、当社が第１項の規

定による清算約定の任意解約の申入れ及び当該

清算約定の反対清算約定の任意解約の申入れを

受けた日の３営業日後の日の午前１１時まで

に、当社に支払わなければならない。 

 ６ 当社は、任意解約手数料の支払方である場合

には、当該任意解約手数料を、当社が第１項の

規定による清算約定の任意解約の申入れ及び当

該清算約定の反対清算約定の任意解約の申入れ

を受けた日の３営業日後の日の午後１時３０分

以降遅滞なく、当社が任意解約する清算約定の

当事者である清算参加者に支払う。 

 ７ 前各項に規定するほか、清算約定の任意解約

に必要な事項は、当社が定める。 

  

（清算約定のコンプレッション） （清算約定のコンプレッション） 

第５３条 清算参加者は、清算約定についてコン

プレッションを行おうとする場合には、当社に

対し、当社が定める方法によりその旨の申込み

をするものとする。 

第５３条の２ 清算参加者は、清算約定についてコン

プレッションを行おうとする場合には、当社が定め

る方法によりその旨の申込みをするものとする。 

２ 当社は、前項の規定により清算参加者から清

算約定のコンプレッションの申込みを受けた場

合において、当該清算約定及びコンプレッショ

ンにより新たに成立する清算約定が当社の定め

る条件（以下「コンプレッション成立要件」と

いう。）を満たすことを当社が定めるところに

より確認するものとし、当該清算約定及びコン

２ 当社は、前項の規定により清算参加者から清算約

定のコンプレッションの申込みを受けた場合にお

いて、当該清算約定の反対清算約定の当事者である

他の清算参加者から、当該反対清算約定のコンプレ

ッションの申込みを受けたときは、当該清算約定及

び当該反対清算約定並びにコンプレッションによ

り新たに成立する清算約定が当社の定める条件を
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プレッションにより新たに成立する清算約定が

コンプレッション成立要件を満たしているとき

は、当社が当該確認を行った時点をもって、当

社及び当該清算参加者は、当該清算約定を終了

させ、当該コンプレッションの申込みの内容に

従い新たな清算約定を成立させる。 

満たすこと（以下「コンプレッション成立要件」と

いう。）を当社が定めるところにより確認するもの

とし、当社がコンプレッション成立要件の充足を確

認できた場合には、当社が当該確認を行った時点を

もって、当社、当該清算参加者及び当該他の清算参

加者は、当該清算約定及び当該反対清算約定を終了

させ、当該コンプレッションの申込みの内容に従い

新たな清算約定を成立させる。 

３ 前２項に規定するほか、清算約定のコンプレ

ッションに必要な事項は、当社が定める。 

３ 前各項に規定するほか、清算約定のコンプレ

ッションに必要な事項は、当社が定める。 

  

（清算約定のアドホック・コンプレッション）  

第５３条の２ 清算参加者は、清算約定についてアド

ホック・コンプレッションを行おうとする場合に

は、当社に対し、当社が定める方法によりその旨の

申込みをするものとする。 

（新設） 

２ 当社は、前項の規定により清算参加者から清算約

定のアドホック・コンプレッションの申込みを受け

た場合において、当該清算約定が当社の定める条件

（以下「アドホック・コンプレッション成立要件」

という。）を満たすことを当社が定めるところによ

り確認するものとし、当該清算約定がアドホック・

コンプレッション成立要件を満たしているときは、

当社が当該確認を行った時点をもって、当社及び当

該清算参加者は、当該清算約定を終了させる。 

 

３ 前２項に規定するほか、清算約定のアドホッ

ク・コンプレッションに必要な事項は、当社が

定める。 

 

  

（有価証券等清算取次ぎの委託） （有価証券等清算取次ぎの委託） 

第５４条 （略） 第５４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の規定は、次のいずれかに該当する場合

には、適用しない。ただし、受託清算参加者が

次条の規定により清算約定（委託分）を成立さ

せた場合は、この限りでない。 

３ 前項の規定は、次のいずれかに該当する場合

には、適用しない。ただし、受託清算参加者が

次条の規定により清算約定（委託分）を成立さ

せた場合は、この限りでない。 
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（１） 第１項の通知が次のいずれかの条件を満た

さない場合 
（１） 第１項の通知が次のいずれかの条件を満た

さない場合 

ａ （略） ａ （略） 

ｂ 当該通知に係る受託清算参加者が、新た

な債務負担の全部又は一部の停止措置（当

該通知に係る清算委託者の委託に基づき、

当該清算委託者の計算で行う清算約定（委

託分）をその停止の対象に含むものに限

る。）を受けていないこと。 

ｂ 当該通知に係る受託清算参加者が、新た

な債務負担の全部又は一部の停止措置（当

該通知に係る清算委託者の委託に基づき、

当該清算委託者の計算で行う清算約定（委

託）をその停止の対象に含むものに限る。）

を受けていないこと。 

ｃ・ｄ （略） ｃ・ｄ （略） 

（２） （略） （２） （略） 

４・５ （略） ４・５ （略） 

  

（清算約定（委託分）に関する清算委託者の指図） （清算約定（委託分）に関する清算委託者の指図） 

第５７条 清算委託者は、受託清算参加者に対し

て、本業務方法書等及び清算受託契約の定める

ところにより、清算約定（委託分）に関するコ

ンプレッション又はアドホック・コンプレッシ

ョンの申込みその他の事項に係る指図を行うこ

とができる。 

第５７条 清算委託者は、受託清算参加者に対し

て、本業務方法書等及び清算受託契約の定める

ところにより、清算約定（委託分）に関する任

意解約の申入れその他の指図を行うことができ

る。 

２ 清算委託者は、受託清算参加者に対してコン

プレッション又はアドホック・コンプレッショ

ンの申込みの指図をしようとする場合には、当

社が定める方法により、その旨を当社に通知す

るものとする。 

２ 清算委託者は、受託清算参加者に対してコン

プレッションの申込みの指図をしようとする場

合には、当社が定める方法により、その旨を当

社に通知するものとする。 

３ 受託清算参加者及び清算委託者は、前項の通

知が当社に到達した場合には、その時点で、清

算委託者が受託清算参加者に対しコンプレッシ

ョン又はアドホック・コンプレッションの申込

みの指図を行い、受託清算参加者が申込みを行

ったものとみなされることについてあらかじめ

同意する。 

３ 受託清算参加者及び清算委託者は、前項の通

知が当社に到達した場合には、その時点で、清

算委託者が受託清算参加者に対しコンプレッシ

ョンの申込みの指図を行い、受託清算参加者が

申込みを行ったものとみなされることについて

あらかじめ同意する。 

  

（変動証拠金の返還請求権） （変動証拠金の返還請求権） 

第７９条 当社及び清算参加者は、本業務方法書

等の定めるところにより授受を行う場合及び清

第７９条 当社及び清算参加者は、本業務方法書

等の定めるところにより授受を行う場合及び清
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算約定の期限前終了に伴い返還する場合を除く

ほか、相手方に対し、変動証拠金の返還を請求

することができない。 

算約定の任意解約又は期限前終了に伴い返還す

る場合を除くほか、相手方に対し、変動証拠金

の返還を請求することができない。 

  

（クレジットイベント通知等） （クレジットイベント通知等） 

第８３条 （略） 第８３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 当社は、第８１条の規定により２００３年版

清算約定及び参照組織（又はそのオブリゲーシ

ョン）についてクレジットイベント（リストラ

クチャリングに限る。）を構成する事由の発生

が決定された場合には、当該清算約定（清算参

加者が既に当社に対し行ったクレジットイベン

ト通知に係るものを除く。）の当事者であるす

べての清算参加者に対し、クレジットイベント

通知を行う。 

３ 当社は、第８１条の規定によりある２００３

年版清算約定及び参照組織（又はそのオブリゲ

ーション）についてクレジットイベント（リス

トラクチャリングに限る。）を構成する事由の

発生が決定された場合において、清算参加者か

ら清算約定に関するクレジットイベント通知を

受領したときは、その反対清算約定の当事者で

ある清算参加者に対し、遅滞なくクレジットイ

ベント通知を行う。 

４・５ （略） ４・５ （略） 

  

（損失回避のための措置） （損失回避のための措置） 

第９４条 当社は、破綻処理清算約定の構成、規

模、ＣＤＳ取引の相場の状況その他の事由を勘

案して必要と認める場合には、破綻処理清算約

定の終了により、当社のポジションを再構築す

るまでに当社に生じ得る損失の全部又は一部を

回避するため、破綻管理委員会の助言に基づき、

当社が規則で定めるところによりＣＤＳ取引

（以下「損失回避取引」という。）を行うこと

ができる。 

第９４条 当社は、破綻処理清算約定の構成、規

模、ＣＤＳ取引の相場の状況その他の事由を勘

案して必要と認める場合には、本節の定めによ

る破綻処理入札が実施されるまでに破綻処理清

算約定の反対清算約定から当社に生じ得る損失

の全部又は一部を回避するため、破綻管理委員

会の助言に基づき、当社が規則で定めるところ

によりＣＤＳ取引（以下「損失回避取引」とい

う。）を行うことができる。 

２ 損失回避取引については、これを清算約定と

みなして、本業務方法書等の規定を適用する。

この場合において、損失回避取引について必要

な事項は当社がその都度定める。 

２ 損失回避取引については、これを清算約定と

みなして、本業務方法書等の規定を適用する。

この場合において、反対清算約定の指定その他

必要な事項は当社がその都度定める。 

  

（破綻処理入札の実施） （破綻処理入札の実施） 

第９６条 当社は、清算参加者の破綻等を認定し

た場合には、破綻処理清算約定の終了に伴う当

第９６条 当社は、清算参加者の破綻等を認定し

た場合には、破綻処理清算約定の終了に伴う当
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社のポジションを再構築するため、破綻処理清

算約定（前条の規定により承継清算参加者に承

継された清算約定（委託分）を除く。）の終了及

び損失回避取引により当社に生じ得る損失の解

消を目的とするＣＤＳ取引を一括して行うため

の入札（以下「破綻処理入札」という。）を実

施することができる。 

社のポジションを再構築するため、破綻処理清

算約定（前条の規定により承継清算参加者に承

継された清算約定（委託分）を除く。）の反対

清算約定及び損失回避取引により当社に生じ得

る損失の解消を目的とするＣＤＳ取引を一括し

て行うための入札（以下「破綻処理入札」とい

う。）を実施することができる。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

  

（入札対象取引の成立等） （入札対象取引の成立等） 

第１００条 （略） 第１００条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（削る） ４ 当社は、第１項の規定により入札対象取引が

成立した場合には、当社が規則で定めるところ

により、当該入札対象取引の反対清算約定とな

る清算約定を指定する。この場合において、清

算参加者は、当社が規則で定める手続を行うも

のとする。 

４ 前２項に規定するほか、入札対象取引が成立

した場合の手続については、当社が規則で定め

る。 

５ 前３項に規定するほか、入札対象取引が成立

した場合の手続については、当社が規則で定め

る。 

  

（第四階層特別清算料による損失の補填） （第四階層特別清算料による損失の補填） 

第１０６条 破綻処理損失について、前条に定め

るところによってもなお補填することができな

い損失がある場合には、破綻認定日における破

綻清算参加者以外の清算参加者のうち、破綻認

定日から当初損失確定日までのすべての清算約

定（破綻認定日後に成立した清算約定及び当初

損失確定日までに終了した清算約定を含む。以

下同じ。）に係る変動証拠金等の受け取るべき

額の総額が支払うべき額の総額を上回る者（以

下本条において「第四階層特別清算料負担参加

者」という。）は、当社が規則で定めるところ

により、第四階層特別清算料を当社に支払う義

務を負う。この場合において、当社は、第四階

第１０６条 破綻処理損失について、前条に定め

るところによってもなお補填することができな

い損失がある場合には、破綻認定日における破

綻清算参加者以外の清算参加者のうち、破綻認

定日から当初損失確定日までのすべての清算約

定（破綻認定日後に成立した清算約定及び当初

損失確定日までに任意解約その他の事由により

終了した清算約定を含む。以下同じ。）に係る

変動証拠金等の受け取るべき額の総額が支払う

べき額の総額を上回る者（以下本条において「第

四階層特別清算料負担参加者」という。）は、

当社が規則で定めるところにより、第四階層特

別清算料を当社に支払う義務を負う。この場合
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層特別清算料負担参加者から支払いを受けた第

四階層特別清算料をもって、当該損失を補填す

る。 

において、当社は、第四階層特別清算料負担参

加者から支払いを受けた第四階層特別清算料を

もって、当該損失を補填する。 

２ 前項の第四階層特別清算料の額は、破綻処理

清算約定等に係る損失相当額（破綻認定日（当

該破綻認定日に当社と破綻清算参加者との間で

破綻処理清算約定に係る決済が終了している場

合には、当該破綻認定日の翌当社営業日。以下

本項について同じ。）から当初損失確定日まで

の各当社営業日において、破綻処理清算約定に

ついて当社が破綻清算参加者から受領できなか

った変動証拠金等の総額及び第９４条第２項の

規定により清算約定とみなされた損失回避取引

について当社が清算参加者に支払うべき変動証

拠金等の総額から当社が当該清算参加者から受

け取るべき変動証拠金等の総額を控除した額を

合計した額が正数である場合の当該額をいう。）

を、各第四階層特別清算料負担参加者に係る利

益相当額（破綻認定日から当初損失確定日まで

の間に、各第四階層特別清算料負担参加者を当

事者とするすべての清算約定に係る変動証拠金

等の総受取額から総支払額を控除した額が正数

である場合の当該額をいう。）で按分した額を

上限として当社が規則で定める額とする。 

２ 前項の第四階層特別清算料の額は、破綻処理

清算約定等に係る損失相当額（破綻認定日（当

該破綻認定日に当社と破綻清算参加者との間で

破綻処理清算約定に係る決済が終了している場

合には、当該破綻認定日の翌当社営業日。以下

本項について同じ。）から当初損失確定日まで

の各当社営業日において、破綻処理清算約定の

反対清算約定及び第９４条第２項の規定により

清算約定とみなされた損失回避取引について、

当社が清算参加者に支払うべき変動証拠金等の

総額から当社が当該清算参加者から受け取るべ

き変動証拠金等の総額を控除した額が正数であ

る場合の当該額をいう。）を、各第四階層特別

清算料負担参加者に係る利益相当額（破綻認定

日から当初損失確定日までの間に、各第四階層

特別清算料負担参加者を当事者とするすべての

清算約定に係る変動証拠金等の総受取額から総

支払額を控除した額が正数である場合の当該額

をいう。）で按分した額を上限として当社が規

則で定める額とする。 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、平成２８年３月９日から施

行する。 

２ この改正規定施行の日の前日までに当社が申

入れを受けた任意解約（改正前の本規則第２条

第１項第４４号に規定する任意解約をいう。）

の取扱いについては、なお従前の例による。 
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ＣＤＳ清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（未解消清算約定の解消） （未解消清算約定の解消） 
第２７条 （略） 第２７条 （略） 

２ 前項第１号に掲げる両建て清算約定の解消は、清

算参加者からＣＤＳ清算資格の喪失申請を受けた

場合において、当該清算参加者を当事者とする清算

約定を対象として資格喪失時に行うものとする。 

２ 未解消清算約定のうち前項第１号に掲げるもの

の解消は、次に定めるところにより行う。 

（削る） （１） 当社は、清算参加者からＣＤＳ清算資

格の喪失申請を受けた場合には、当該清算参

加者を当事者とする清算約定を対象として、

当該清算参加者の資格喪失時に両建て清算約

定の解消を行う。 

（削る） （２） 当社は、前号の規定による両建て清算

約定の解消と同時に、当該両建て清算約定の

解消により消滅した清算約定の反対清算約定

に係る新たな反対清算約定を指定し又は一の

反対清算約定を二以上に分割したうえで新た

な反対清算約定を指定する。 

３ （略） ３ （略） 

  

 （清算約定の任意解約の申入れの方法等） 

（削る） 第３８条  業務方法書第５３条第１項に規定す

る当社が定める方法は、ＴＩＷに当社が通知又

は公示により指定する事項を記録させる方法と

する。 

 ２ 業務方法書第５３条第１項の規定による清算

約定の任意解約の申入れ及び当該清算約定の反

対清算約定の任意解約の申入れは、それぞれ当

該任意解約の実行日（以下「任意解約実行日」

という。）の前当社営業日午後４時までに行う

ものとし、双方の申入れに係る任意解約は、い

ずれも任意解約実行日の午後４時に成立するも

のとする。 

 ３ 当社及び清算参加者は、次項の場合を除き、
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当社が業務方法書第５３条第１項の規定による

清算約定の任意解約の申入れ及び当該清算約定

の反対清算約定の任意解約の申入れを受けた日

の３営業日後の日において、任意解約に係る任

意解約手数料の授受を行う。この場合において、

任意解約実行日が任意解約に係る清算約定の固

定金利支払人支払日である場合には、当社及び

清算参加者は、任意解約実行日（休業日に当た

る場合にはその翌営業日）において、固定金額

の授受を行う。 

 ４ 清算参加者が当社に清算約定の任意解約の申

入れをした場合において、任意解約実行日の前

当社営業日の午後４時までに、当該清算約定の

反対清算約定の当事者である他の清算参加者か

ら当該反対清算約定について任意解約の申入れ

がされなかった場合には、当該任意解約の申入

れは当然に効力を失うものとする。 

  

（清算約定のコンプレッションの申込みの方法等） （清算約定のコンプレッションの申込み） 

第３８条  業務方法書第５３条第１項に規定する当

社が定める方法は、当社が通知又は公示により定め

る方法とする。 

第３８条の２ 業務方法書 第５３条の２第１項に規

定する当社が定める方法は、当社が通知又は公示に

より定める方法とする。 

２ 業務方法書 第５３条 第２項に規定する当社が定

める条件は、次に定めるとおりとする。 
２ 業務方法書 第５３条の２第２項に規定する当社

が定める条件は、次に定めるとおりとする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 
３ 当社は、業務方法書 第５３条 第２項の規定によ

るコンプレッション成立要件の 充足の 確認を当該

申込みが行われた日の翌当社営業日の午後１時 の

時限 までに行うものとする。 

３ 当社は、業務方法書 第５３条の２第２項の規

定によるコンプレッション成立要件の確認を当

該申込みが行われた日の翌当社営業日の午後１

時までに行うものとする。 

４ 前項の規定にかかわらず、当社が必要と認める場

合には、同項に規定する時限を臨時に変更すること

ができる。この場合において、当社は臨時に時限を

変更する旨及び変更後の時限を、当該時限の変更に

係るコンプレッションの申込みを行った清算参加

者に対して通知する。 

（新設） 
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（清算約定のアドホック・コンプレッションの申込み

の方法等） 
 

第３８条の２ 業務方法書第５３条の２第１項に規

定する当社が定める方法は、当社が通知又は公示に

より定める方法とする。 

（新設） 

２ 業務方法書第５３条の２第２項に規定する当社

が定める条件は、次に定めるとおりとする。 
 

（１） アドホック・コンプレッションの申込みに

係る清算約定の銘柄及び当社が通知又は公示に

より定める条件が、アドホック・コンプレッショ

ンの申込みが行われた他の清算約定のいずれか

と合致しており、かつ、当該申込みに係る清算約

定及び当該他の清算約定のいずれかとの組合せ

に両建て清算約定があること。 

 

（２） アドホック・コンプレッションの申込みに

より終了する清算約定に係る当社が通知又は公

示により指定する事項がＴＩＷに記録されてい

ること。 

 

３ 当社は、業務方法書第５３条の２第２項の規定に

よるアドホック・コンプレッション成立要件の充足

の確認を当該申込みが行われた日の翌当社営業日

の午後５時の時限までに行うものとする。 

 

４ 前項の規定にかかわらず、当社が必要と認める場

合には、同項に規定する時限を臨時に変更すること

ができる。この場合において、当社は臨時に時限を

変更する旨及び変更後の時限を、当該時限の変更に

係るアドホック・コンプレッションの申込みを行っ

た清算参加者に対して通知する。 

 

  
（清算約定（委託分）に関するコンプレッション又は

アドホック・コンプレッションの申込み） 

（清算約定（委託分）に関するコンプレッションの申

込み） 
第４３条の２ （略） 第４３条の２ （略） 

  
（資金決済の方法） （資金決済の方法） 
第５２条 業務方法書第８０条第１項に規定する

当社が定める金銭の授受は、次に掲げる金銭の

第５２条 業務方法書第８０条第１項に規定する

当社が定める金銭の授受は、次に掲げる金銭の
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授受とする。 

（１）・（２） （略） 

（削る） 

（３） （略） 

（４） （略） 

（５） （略） 

（６） （略） 

（７） （略） 

授受とする。 

（１）・（２） （略） 

（３） 任意解約手数料 

（４） （略） 

（５） （略） 

（６） （略） 

（７） （略） 

（８） （略） 
２～４ （略） ２～４ （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、平成２８年３月９日から施

行する。 

 

２ この改正規定施行の日の前日までに当社が申入

れを受けた任意解約（改正前の本規則第３８条に規

定する任意解約をいう。）の取扱いについては、な

お従前の例による。 

 

  

  

様式第３号 清算受託契約の様式 様式第３号 清算受託契約の様式 

  

ＣＤＳ清算受託契約書 ＣＤＳ清算受託契約書 

  

（委託清算約定に関する乙の指図） （委託清算約定に関する乙の指図） 

第７条 乙は、甲に対して、本契約及び業務方法書等

の定めるところにより、委託清算約定に関する コン

プレッション又はアドホック・コンプレッションの

申込み その他の事項に係る指図を行うことができ

る。 

第７条 乙は、甲に対して、本契約及び業務方法書等

の定めるところにより、委託清算約定に関する 任意

解約の申入れ その他の事項に係る指図を行うこと

ができる。 

  

第４章 委託清算約定のコンプレッション及びアド

ホック・コンプレッション 

第４章 委託清算約定の任意解約及びコンプレッシ

ョン 

  

 （任意解約の申入れの指図） 

（削る） 第２４条 乙は、クリアリング機構に対して委託
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清算約定の任意解約の申入れを行うよう甲に指

図することができる。 

 ２ 乙は、前項の規定による指図をする場合には、

あらかじめ、委託清算約定の反対清算約定の当

事者である清算参加者（当該反対清算約定が清

算委託者の有価証券等清算取次ぎの委託に基づ

くものである場合には、当該清算委託者）との

間で、当該清算参加者がクリアリング機構に対

して当該反対清算約定の任意解約の申入れを行

うこと（当該反対清算約定が清算委託者の有価

証券等清算取次ぎの委託に基づくものである場

合には、当該清算委託者が当該反対清算約定の

任意解約の申入れを行うよう当該清算参加者に

指図すること）及び任意解約による清算約定の

終了に伴う任意解約手数料の額について合意す

るものとし、あらかじめ又は当該指図と同時に、

当該任意解約手数料の額を甲に通知するものと

する。 

 ３ 甲は、乙から第１項の指図があった場合には、

業務方法書等の定めるところにより、当該指図

に係る委託清算約定について、クリアリング機

構に対する任意解約の申入れを行うものとす

る。 

  

（コンプレッション又はアドホック・コンプレッショ

ンの申込み） 

（コンプレッションの申込み） 

第２４条 乙は、甲に対してコンプレッション又はア

ドホック・コンプレッションの申込みの指図をしよ

うとする場合には、業務方法書等の定めるところに

より、その旨をクリアリング機構に通知するものと

する。 

第２４条の２ 乙は、甲に対してコンプレッションの

申込みの指図をしようとする場合には、業務方法書

等の定めるところにより、その旨をクリアリング機

構に通知するものとする。 

２ 甲及び乙は、前項の通知がクリアリング機構に到

達した場合には、業務方法書等の定めるところによ

り、乙が甲に対しコンプレッション又はアドホッ

ク・コンプレッションの申込みの指図を行い、甲が

申込みを行ったものとみなされることについて本

２ 甲及び乙は、前項の通知がクリアリング機構に到

達した場合には、業務方法書等の定めるところによ

り、乙が甲に対しコンプレッションの申込みの指図

を行い、甲が申込みを行ったものとみなされること

について本契約をもってあらかじめ同意する。 
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契約をもってあらかじめ同意する。 

  

 （委託清算約定の終了に伴う本清算委託取引の決

済） 

（削る） 第２５条 甲及び乙は、前条の規定による任意解

約により委託清算約定が終了した場合には、当

該委託清算約定に係る本清算委託取引の決済を

行う。 

 ２ 乙は、前項の委託清算約定の終了に伴い、甲

が任意解約手数料又は変動証拠金をクリアリン

グ機構に交付すべき場合には、当該任意解約手

数料又は変動証拠金に相当する金銭を、クリア

リング機構への交付時限までの甲が定める時限

までに、甲が定める方法により甲に交付する。 

 ３ 甲は、第１項の委託清算約定の終了に伴い、

クリアリング機構から任意解約手数料又は変動

証拠金を受領した場合には、当該任意解約手数

料又は変動証拠金に相当する金銭を、甲乙間で

合意する時期までに（甲乙間で合意がない場合

には、速やかに）、甲乙間で合意する方法によ

り乙に交付する。 

  

（コンプレッション又はアドホック・コンプレッショ

ンによる本清算委託取引の終了） 

（任意解約又はコンプレッションによる本清算委

託取引の終了） 

第２５条 コンプレッション又はアドホック・コンプ

レッションにより委託清算約定が終了した場合に

は、当該委託清算約定に係る本清算委託取引も当然

に終了するものとする。この場合において、当該本

清算委託取引に関し、甲乙間に未決済の金銭がある

場合には、甲及び乙は、速やかに当該金銭の授受を

行うものとする。 

第２５条の２ 任意解約又はコンプレッションに

より委託清算約定が終了した場合には、当該委

託清算約定に係る本清算委託取引も当然に終了

するものとする。この場合において、当該本清

算委託取引に関し、甲乙間に未決済の金銭があ

る場合には、甲及び乙は、速やかに当該金銭の

授受を行うものとする。 

  

（コンプレッションによる本清算委託取引の成

立） 

（コンプレッションによる本清算委託取引の成

立） 

第２５条の２ コンプレッションにより甲とクリア

リング機構の間に新たな委託清算約定が成立した

第２５条の３ コンプレッションにより甲とクリ

アリング機構の間に新たな委託清算約定が成立
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場合には、甲乙間において当該委託清算約定に係る

本清算委託取引が同時に成立するものとする。 

した場合には、甲乙間において当該委託清算約

定に係る本清算委託取引が同時に成立するもの

とする。 
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ＣＤＳ清算業務に係る手数料に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（手数料の種類） （手数料の種類） 
第２条 業務方法書第１６条に規定する当社が定め

る手数料は、清算手数料、コンプレッション手数料、

アドホック・コンプレッション手数料、クレジット

イベント決済手数料及びコラテラル手数料とする。 

第２条 業務方法書第１６条に規定する当社が定め

る手数料は、清算手数料、任意解約時清算手数料、

コンプレッション手数料、クレジットイベント決済

手数料及びコラテラル手数料とする。 

  

 （任意解約時清算手数料） 

（削る） 第４条  インデックスＣＤＳ取引に係る任意解約

時清算手数料は、業務方法書第５３条の規定に

より任意解約を行った清算約定ごとに５００円

とする。 

 ２ シングルネームＣＤＳ取引に係る任意解約時

清算手数料は、業務方法書第５３条の規定によ

り任意解約を行った清算約定ごとに３，０００

円とする。 

  

（コンプレッション手数料） （コンプレッション手数料） 

第４条  コンプレッション手数料は、業務方法書第５

３条 に規定するコンプレッションにより終了した

清算約定の組合せごとに、当社を売り手とする清算

約定の想定元本の総額又は当社を買い手とする清

算約定の想定元本の総額のうち小さい方の額（双方

同額の場合は当該額。）に２を乗じた額１億円あた

り６００円とする。 

第４条の２ コンプレッション手数料は、業務方法書

第５３条の２に規定するコンプレッションにより

終了した清算約定の組合せごとに、当社を売り手と

する清算約定の想定元本の総額又は当社を買い手

とする清算約定の想定元本の総額のうち小さい方

の額（双方同額の場合は当該額。）に２を乗じた額

に、当該額 １億円あたり６００円 を乗じた額 とす

る。 

  

（アドホック・コンプレッション手数料）  
第４条の２ アドホック・コンプレッション手数料

は、業務方法書第５３条の２に規定するアドホッ

ク・コンプレッションにより終了した清算約定の組

合せごとに、当社を売り手とする清算約定の想定元

本の総額及び当社を買い手とする清算約定の想定

元本の総額を合計した額１億円あたり６００円と

（新設） 
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する。 

  

（手数料の支払時期等） （手数料の支払時期等） 

第６条 清算参加者は、毎月分の清算手数料、コ

ンプレッション手数料 、アドホック・コンプレ

ッション手数料 及びクレジットイベント決済

手数料の合計額を、翌月２０日（同日が当社営

業日でない場合には、翌当社営業日）までに、

消費税及び地方消費税相当額を加算して当社に

支払うものとする。 

第６条 清算参加者は、毎月分の清算手数料、任

意解約時清算手数料、コンプレッション手数料

及びクレジットイベント決済手数料の合計額

を、翌月２０日（同日が当社営業日でない場合

には、翌当社営業日）までに、消費税及び地方

消費税相当額を加算して当社に支払うものとす

る。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

  

付  則   

１ この改正規定は、平成２８年３月９日から施

行する。 

２ この改正規定施行の日の前日までに当社が申

入れを受けた任意解約に係る任意解約時清算手

数料（改正前の本規則第４条に規定する任意解

約時清算手数料をいう。）の取扱いについては、

なお従前の例による。 
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ＣＤＳ清算業務に関する清算参加者の破綻処理に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（破綻処理清算約定の期限前終了手数料） （破綻処理清算約定の期限前終了手数料） 

第６条 業務方法書第９２条の規定による破綻処

理清算約定の強制解約に伴い、当社及び破綻清

算参加者の間で授受すべき期限前終了手数料の

額は、次の各号に掲げる場合に応じて、当該各

号に定めるところにより算出する。 

第６条 業務方法書第９２条の規定による破綻処

理清算約定の強制解約に伴い、当社及び破綻清

算参加者の間で授受すべき期限前終了手数料の

額は、次の各号に掲げる場合に応じて、当該各

号に定めるところにより算出する。 

（１） 破綻処理入札に係る入札対象取引の全部が

当社及び落札参加者との間で成立した場合 

  次のａからｄまでに掲げるものに係る差引累

計額（当社の総支払額及び支払うべき額の合計額

から総受取額及び受け取るべき額の合計額を控

除した額をいう。以下本条 において同じ。）が

正数の場合には当該差引累計額の絶対値に相当

する額を当該破綻処理清算約定について破綻清

算参加者が当社に支払うべき期限前終了手数料

の総額とし、差引累計額が負数の場合には当該差

引累計額の絶対値に相当する額を当該破綻処理

清算約定について当社が破綻清算参加者に支払

うべき期限前終了手数料の総額とする。 

ａ （略） 

ｂ 破綻認定日から破綻処理入札終了日までの

間に、当該破綻処理清算約定が強制解約され

なかった場合に当社が破綻清算参加者との

間で授受すべきであった固定金額、変動支払

その他の金銭（変動証拠金及びｃに掲げる金

銭を除く。）並びに損失回避取引について当

社及び清算参加者の間で授受された固定金

額、変動支払その他の金銭（変動証拠金及び

ｃに掲げる金銭を除く。） 

（１） 破綻処理入札に係る入札対象取引の全部が

当社及び落札参加者との間で成立した場合 

  次のａからｄまでに掲げるものに係る差引累

計額（当社の総支払額及び支払うべき額の合計額

から総受取額及び受け取るべき額の合計額を控

除した額をいう。以下本条 において同じ。）が

正数の場合には当該差引累計額の絶対値に相当

する額を当該破綻処理清算約定について破綻清

算参加者が当社に支払うべき期限前終了手数料

の総額とし、差引累計額が負数の場合には当該差

引累計額の絶対値に相当する額を当該破綻処理

清算約定について当社が破綻清算参加者に支払

うべき期限前終了手数料の総額とする。 

ａ （略） 

ｂ 破綻認定日から破綻処理入札終了日までの

間に、破綻処理清算約定の反対清算約定及び

損失回避取引について当社及び清算参加者

の間で授受された固定金額、変動支払その他

の金銭（変動証拠金及びｃに掲げる金銭を除

く。） 

ｃ・ｄ （略） ｃ・ｄ （略） 

（２） 破綻処理入札が実施された場合において、

業務方法書第９７条第１項の規定による協議に

（２） 破綻処理入札が実施された場合において、

業務方法書第９７条第１項の規定による協議に
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おける合意により、又は協議における合意が成立

しないことにより、入札対象取引の全部又は一部

が成立しなかったとき 

次のａからｄまでに掲げるものに係る差引累

計額が正数の場合には当該差引累計額の絶対値

に相当する額を当該破綻処理清算約定について

破綻清算参加者が当社に支払うべき期限前終了

手数料の総額とし、差引累計額が負数の場合には

当該差引累計額の絶対値に相当する額を当該破

綻処理清算約定について当社が破綻清算参加者

に支払うべき期限前終了手数料の総額とする。 

ａ （略） 

ｂ 破綻認定日から破綻処理入札終了日までの

間に、当該破綻処理清算約定が強制解約され

なかった場合に当社が破綻清算参加者との

間で授受すべきであった固定金額、変動支払

その他の金銭（変動証拠金及びｃに掲げる金

銭を除く。）並びに損失回避取引について当

社及び清算参加者の間で授受された固定金

額、変動支払その他の金銭（変動証拠金及び

ｃに掲げる金銭を除く。） 

おける合意により、又は協議における合意が成立

しないことにより、入札対象取引の全部又は一部

が成立しなかったとき 

次のａからｄまでに掲げるものに係る差引累

計額が正数の場合には当該差引累計額の絶対値

に相当する額を当該破綻処理清算約定について

破綻清算参加者が当社に支払うべき期限前終了

手数料の総額とし、差引累計額が負数の場合には

当該差引累計額の絶対値に相当する額を当該破

綻処理清算約定について当社が破綻清算参加者

に支払うべき期限前終了手数料の総額とする。 

ａ （略） 

ｂ 破綻認定日から破綻処理入札終了日までの

間に、破綻処理清算約定の反対清算約定及び

損失回避取引について当社及び清算参加者

の間で授受された固定金額、変動支払その他

の金銭（変動証拠金及びｃに掲げる金銭を除

く。） 

ｃ・ｄ （略） ｃ・ｄ （略） 

（３） 破綻処理入札が実施されなかった場合 

次のａからｃまでに掲げるものに係る差引累

計額が正数の場合には当該差引累計額の絶対値

に相当する額を当該破綻処理清算約定について

破綻清算参加者が当社に支払うべき期限前終了

手数料の総額とし、差引累計額が負数の場合には

当該差引累計額の絶対値に相当する額を当該破

綻処理清算約定について当社が破綻清算参加者

に支払うべき期限前終了手数料の総額とする。 

ａ 破綻認定日から当社が当該破綻処理清算約

定に相当するＣＤＳ取引を再構築するため

にした損失回避取引の成立日（又はこれに相

当する日の翌当社営業日）（複数存在する場

合にはその最も遅い日。以下「再構築完了日」

（３） 破綻処理入札が実施されなかった場合 

次のａからｃまでに掲げるものに係る差引累

計額が正数の場合には当該差引累計額の絶対値

に相当する額を当該破綻処理清算約定について

破綻清算参加者が当社に支払うべき期限前終了

手数料の総額とし、差引累計額が負数の場合には

当該差引累計額の絶対値に相当する額を当該破

綻処理清算約定について当社が破綻清算参加者

に支払うべき期限前終了手数料の総額とする。 

ａ 破綻認定日から当社が当該破綻処理清算約

定に相当するＣＤＳ取引を再構築するため

にした損失回避取引の成立日又はこれに相

当する日の翌当社営業日）（複数存在する場

合にはその最も遅い日。以下「再構築完了日」
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という。）までの間に、当該破綻処理清算約

定が強制解約されなかった場合に当社が破

綻清算参加者との間で授受すべきであった

変動証拠金、固定金額、変動支払その他の金

銭（ｂに掲げる金銭を除く。）並びに損失回

避取引について当社及び清算参加者の間で

授受された変動証拠金、固定金額、変動支払

その他の金銭（ｂに掲げる金銭を除く。） 

という。）までの間に、破綻処理清算約定の

反対清算約定及び損失回避取引について当

社及び清算参加者の間で授受された変動証

拠金、固定金額、変動支払その他の金銭（ｂ

に掲げる金銭を除く。） 

ｂ・ｃ （略） ｂ・ｃ （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（破綻処理入札に関する基本的事項） （破綻処理入札に関する基本的事項） 

第１０条 当社は、破綻管理委員会の助言に基づ

き、次に定める要領により破綻処理入札を実施

するものとする。 

第１０条 当社は、破綻管理委員会の助言に基づ

き、次に定める要領により破綻処理入札を実施

するものとする。 

（１） 破綻処理清算約定（次に掲げるものを

除く。）に相当するＣＤＳ取引及び損失回避

取引と反対のポジションを形成するＣＤＳ取

引（当社が売り手であるか又は買い手である

かの別を除くほか、損失回避取引とその内容

を同一とするＣＤＳ取引をいう。）について、

その銘柄ごとに、当社のポジションが売超と

なる場合（当社が売り手であるＣＤＳ取引の

想定元本の総額が、当社が買い手であるＣＤ

Ｓ取引の想定元本の総額を上回る場合をい

う。）には、当社を売り手とし、その売超額

（当社が売り手であるＣＤＳ取引の想定元本

の総額から当社が買い手であるＣＤＳ取引の

想定元本の総額を控除した額をいう。）を想

定元本とするＣＤＳ取引を入札対象取引と

し、当社のポジションが買超となる場合（当

社が買い手であるＣＤＳ取引の想定元本の総

額が、当社が売り手であるＣＤＳ取引の想定

元本の総額を上回る場合をいう。）には、当

社を買い手とし、その買超額（当社が買い手

であるＣＤＳ取引の想定元本の総額から当社

（１） 破綻処理清算約定（次に掲げるものを

除く。）に相当するＣＤＳ取引及び損失回避

取引の反対清算約定となるべきＣＤＳ取引

（当社が売り手であるか又は買い手であるか

の別を除くほか、損失回避取引とその内容を

同一とするＣＤＳ取引をいう。）について、

その銘柄ごとに、当社のポジションが売超と

なる場合（当社が売り手であるＣＤＳ取引の

想定元本の総額が、当社が買い手であるＣＤ

Ｓ取引の想定元本の総額を上回る場合をい

う。）には、当社を売り手とし、その売超額

（当社が売り手であるＣＤＳ取引の想定元本

の総額から当社が買い手であるＣＤＳ取引の

想定元本の総額を控除した額をいう。）を想

定元本とするＣＤＳ取引を入札対象取引と

し、当社のポジションが買超となる場合（当

社が買い手であるＣＤＳ取引の想定元本の総

額が、当社が売り手であるＣＤＳ取引の想定

元本の総額を上回る場合をいう。）には、当

社を買い手とし、その買超額（当社が買い手

であるＣＤＳ取引の想定元本の総額から当社
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が売り手であるＣＤＳ取引の想定元本の総額

を控除した額をいう。）を想定元本とするＣ

ＤＳ取引を入札対象取引とする。ただし、当

社は、ＣＤＳ取引の状況その他の事情を勘案

し、必要があると認めるときは、これと異な

る入札対象取引を設定することができる。 

が売り手であるＣＤＳ取引の想定元本の総額

を控除した額をいう。）を想定元本とするＣ

ＤＳ取引を入札対象取引とする。ただし、当

社は、ＣＤＳ取引の状況その他の事情を勘案

し、必要があると認めるときは、これと異な

る入札対象取引を設定することができる。 

ａ・ｂ （略） ａ・ｂ （略） 

ｃ ２００３年版清算約定であって、かつ、破

綻処理入札の実施までに業務方法書第８１

条の規定によりクレジットイベント（リスト

ラクチャリングに限る。）の発生が決定され

た参照組織を対象とするもののうち、業務方

法書第８３条の規定により当社又は清算参

加者がクレジットイベント通知を行ったも

の 

ｃ ２００３年版清算約定であって、かつ、破

綻処理入札の実施までに業務方法書第８１

条の規定によりクレジットイベント（リスト

ラクチャリングに限る。）の発生が決定され

た参照組織を対象とするもののうち、その反

対清算約定の当事者である清算参加者が業

務方法書第８３条の規定により当社にクレ

ジットイベント通知を行ったもの 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

（４） 第１号の規定にかかわらず、破綻処理

清算約定と反対のポジションを形成するＣＤ

Ｓ取引又は損失回避取引の参照組織につい

て、業務方法書第８１条の規定によりクレジ

ットイベントの発生が決定され、又は業務方

法書第８４条の規定により承継日等が決定さ

れた場合には、入札対象取引の内容もこれら

の決定の内容に応じて調整されるものとす

る。 

（４） 第１号の規定にかかわらず、破綻処理

清算約定の反対清算約定又は損失回避取引の

参照組織について、業務方法書第８１条の規

定によりクレジットイベントの発生が決定さ

れ、又は業務方法書第８４条の規定により承

継日等が決定された場合には、入札対象取引

の内容もこれらの決定の内容に応じて調整さ

れるものとする。 

（５） （略） （５） （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（受託清算参加者の破綻処理入札の参加） （受託清算参加者の破綻処理入札の参加） 

第１８条 （略） 第１８条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項の場合、当社及び同項の受託清算参加者

の間で成立する入札対象取引は同項の清算委託

者の当該受託清算参加者に対する有価証券等清

算取次ぎの委託により成立した清算約定（委託

分）と、当該入札対象取引に係る当該受託清算

３ 前項の場合、当社及び同項の受託清算参加者

の間で成立する入札対象取引は同項の清算委託

者の当該受託清算参加者に対する有価証券等清

算取次ぎの委託により成立した清算約定（委託

分）と、当該入札対象取引に係る当該受託清算
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参加者と当該清算委託者の間の法律関係は本項

の規定により清算約定（委託分）とみなされる

当該入札対象取引に係る清算委託取引と、それ

ぞれみなす。 

参加者と当該清算委託者の間の法律関係は本項

の規定により清算約定（委託）とみなされる当

該入札対象取引に係る清算委託取引と、それぞ

れみなす。 

  

（入札対象取引の成立に伴う落札時支払金額等の

授受） 

（入札対象取引の成立に伴う落札時支払金額等の

授受） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

（削る） ３ 業務方法書第１００条第４項に規定する反対

清算約定となる清算約定の指定の方法は、当社

がその都度定める。 

３ 業務方法書第１００条第４項に規定する入札

対象取引が成立した場合の手続は、Ｔｈｅ Ｗ

ａｒｅｈｏｕｓｅ Ｔｒｕｓｔ Ｃｏｍｐａｎ

ｙ ＬＬＣの提供するＴｒａｄｅ Ｉｎｆｏｒ

ｍａｔｉｏｎ Ｗａｒｅｈｏｕｓｅへの必要事

項の記録その他の当社がその都度定める手続と

する。 

４ 業務方法書第１００条第４項に規定する当社

が規則で定める手続は、Ｔｈｅ Ｗａｒｅｈｏ

ｕｓｅ Ｔｒｕｓｔ Ｃｏｍｐａｎｙ ＬＬＣ

の提供するＴｒａｄｅ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏ

ｎ Ｗａｒｅｈｏｕｓｅへの必要事項の記録そ

の他の当社がその都度定める手続とする。 

  

（破綻処理損失から除くべき損失等） （破綻処理損失から除くべき損失等） 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 

２ 業務方法書第１０４条第１項に規定する当社

が規則で定める当社に生じたその他の損失は、

業務方法書第９８条第１項の規定によりすべて

の清算約定が終了した場合において、次に掲げ

るものに係る差引累計額（当社の総支払額から

総受取額を控除した額をいう。）が正数となる

ときにおける当該差引累計額の絶対値に相当す

る額に対応する当社の損失とする。 

２ 業務方法書第１０４条第１項に規定する当社

が規則で定める当社に生じたその他の損失は、

業務方法書第９８条第１項の規定によりすべて

の清算約定が終了した場合において、次に掲げ

るものに係る差引累計額（当社の総支払額から

総受取額を控除した額をいう。）が正数となる

ときにおける当該差引累計額の絶対値に相当す

る額に対応する当社の損失とする。 

（１） 第一破綻処理入札実施日の翌日から当

初損失確定日までの間に、破綻処理清算約定

について当社及び破綻清算参加者の間で授受

されるべき変動証拠金、固定金額、変動支払

その他の金銭に係る当社の総受取額から総支

払額を控除した額（第２号に掲げる金銭を除

（１） 第一破綻処理入札実施日の翌日から当

初損失確定日までの間に、破綻処理清算約定

の反対清算約定及び損失回避取引について当

社及び清算参加者の間で授受されるべき変動

証拠金、固定金額、変動支払その他の金銭（第

２号に掲げる金銭を除く。） 
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く。）並びに損失回避取引について当社及び

清算参加者の間で授受されるべき変動証拠

金、固定金額、変動支払その他の金銭（第２

号に掲げる金銭を除く。） 

（２） （略） （２） （略） 

３～６ （略） ３～６ （略） 

  

（第三階層特別清算料担保金の預託義務） （第三階層特別清算料担保金の預託義務） 

第２９条 清算参加者は、他の清算参加者につい

て破綻等が認定された場合には、次の各号に掲

げる場合に応じて、当該各号に定める日時まで

に、当該各号に定める金額（ただし、各清算参

加者が第三階層特別清算料担保金として当社に

預託すべき金額の累計額は、同一の破綻処理単

位期間につき、当該各清算参加者の当該破綻処

理単位期間の開始日の前当社営業日におけるＣ

ＤＳ清算基金所要額を上限とする。）を、第三

階層特別清算料担保金として当社に預託しなけ

ればならない。 

第２９条 清算参加者は、他の清算参加者につい

て破綻等が認定された場合には、次の各号に掲

げる場合に応じて、当該各号に定める日時まで

に、当該各号に定める金額（ただし、各清算参

加者が第三階層特別清算料担保金として当社に

預託すべき金額の累計額は、同一の破綻処理単

位期間につき、当該各清算参加者の当該破綻処

理単位期間の開始日の前当社営業日におけるＣ

ＤＳ清算基金所要額を上限とする。）を、第三

階層特別清算料担保金として当社に預託しなけ

ればならない。 

（１） 破綻処理清算約定等に係る損失相当額

（破綻処理清算約定について破綻認定日（破

綻清算参加者が当該破綻処理清算約定に関し

て当該破綻認定日に履行すべき債務の履行を

完了している場合は、当該破綻認定日の翌当

社営業日。以下本号において同じ。）以降の

各当社営業日において当社が当該破綻清算参

加者から受け取るべき変動証拠金等の総額か

ら当社が当該破綻清算参加者に支払うべき変

動証拠金等の総額を控除した額及び業務方法

書第９４条第２項の規定により清算約定とみ

なされた損失回避取引について破綻認定日以

降の各当社営業日において当社が清算参加者

に支払うべき変動証拠金等の総額から当社が

当該清算参加者から受け取るべき変動証拠金

等の総額を控除した額を合計した額が正数で

ある場合の当該額をいう。以下同じ。）が、

（１） 破綻処理清算約定等に係る損失相当額

（破綻処理清算約定の反対清算約定及び業務

方法書第９４条第２項の規定により清算約定

とみなされた損失回避取引について、破綻認

定日（破綻清算参加者が破綻処理清算約定に

ついて当該破綻認定日に履行すべき債務の履

行を完了している場合は、当該破綻認定日の

翌当社営業日）以降の各当社営業日において

当社が清算参加者に支払うべき変動証拠金等

の総額から当社が当該清算参加者から受け取

るべき変動証拠金等の総額を控除した額が正

数である場合の当該額をいう。以下同じ。）

が、固定的損失補填財源の合計額を超過して

いる場合において、その超過額のうち当該各

清算参加者が第三階層特別清算料として負担

することとなる額が、当該各清算参加者が当

社に現に預託している清算約定（自己分）に
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固定的損失補填財源の合計額を超過している

場合において、その超過額のうち当該各清算

参加者が第三階層特別清算料として負担する

こととなる額が、当該各清算参加者が当社に

現に預託している清算約定（自己分）に係る

当初証拠金及び破綻時証拠金の合計額を超過

したとき 

係る当初証拠金及び破綻時証拠金の合計額を

超過したとき 

ａ・ｂ （略） ａ・ｂ （略） 

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略） 

  

  

付  則   

この改正規定は、平成２８年３月９日から施行す

る。 
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